令和５・６年度　
奈良市・奈良市企業局物品購入等入札参加資格審査申請要領（追加受付）
　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５第１項及び第１６７条の１１第２項の規定により、令和５・６年度において、奈良市又は奈良市企業局が発注する物品の製造の請負、物件の買入れその他奈良市長又は奈良市公営企業管理者が定める契約等の入札・見積合せに参加する者に必要な資格及び申請方法等を定めたので、入札・見積合せに参加しようとされる方は、以下の要領により入札参加資格審査申請書（物品購入等）を提出してください。
１　入札に参加する者に必要な資格
(1)　契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者でないこと。
(2)　奈良市の市・県民税（法人においては法人市民税）及び奈良市の固定資産税に係る滞納がないこと。市外業者においては所得税（法人においては法人税）及び奈良市の固定資産税に係る滞納がないこと。
(3)　奈良市の国民健康保険料の滞納がないこと。
(4)　法令等の規定により営業に関し免許、許可、登録、認可等を要する場合は、申請時において当該免許、許可、登録、認可等を受けていること。
(5)　申請者から提出された別表第１に掲げる提出書類の審査によりその内容が適正と認められること。
(6)　次のいずれにも該当しないもの
ア　役員等（法人にあっては役員、支配人及び支店又は営業所（常時物品購入等の契約に関する業務を行う事務所をいう。以下同じ。）の代表者を、個人にあってはその者、支配人及び支店又は営業所の代表者をいう。以下同じ）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員という。以下同じ。）である者。
イ　暴力団（法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与している者。
ウ　役員等が、その属する法人、自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的で、暴力団又は暴力団員を利用している者。
エ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的若しくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与している者。
オ　ウ及びエに掲げる場合のほか、役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者。
２　受付期間　令和５年４月３日（月）から令和６年９月３０日（月）まで
３　申請方法　別表第１の書類をクリアーホルダー（Ａ４）に入れ、郵送申請でのみ受付けます。
　　※1　受付期間最終日までの消印有効とします。また、入札参加資格審査申請書受付票（受付時）、入札参加資格審査結果通知書及び電子入札業者番号通知書（電子入札番号未送付者のみ）を送付しますので、住所・業者名・担当者名を明記し８４円切手を貼り付けた返信用封筒を２通同封してください。（それぞれに切手が必要です。）
　　※2 　同受付票（原本）、結果通知書（原本）、番号通知書は申請業者へ送付します。行政書士等による代理申請において、代理人の方にも同受付票（写し）及び結果通知書（写し）の郵送を必要とする場合は、郵送先住所、氏名等を明記した返信用封筒をさらに２通同封してください。（切手が必要です。）
４　郵送先
　　　　〒６３０－８５８０
　　　　奈良市二条大路南一丁目１番１号
　　　　奈良市総務部契約課契約係
５　登録有効期間
　　入札参加資格審査結果通知日～令和７年３月３１日
６　その他留意事項
(1)　各証明書（写し）は、申請日以前３か月以内のものを提出してください。
(2)　申請書等の記載内容を確認できない場合、又は提出書類が不足している場合には入札参加資格を保留します。
(3)　この登録制度について、審査後は業者名簿に登録されますが、直ちに発注があるという制度ではありません。
(4)　提出書類の内容と事実が相違していることが後日に判明したときは、入札参加資格を取り消すことがあります。
(5)　提出していただいた入札参加資格審査申請書内容は、奈良市情報公開条例に基づく非開示部分を除き公開します。
７　問い合わせ先 
奈良市総務部契約課契約係　　　電話番号０７４２－３４－４７４３（ダイヤルイン）
奈良市企業局企業総務課総務係　電話番号０７４２－３４－５２００（代表）
　　※申請書１通で、奈良市及び奈良市企業局への登録が可能です。
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書類の名称 法人 個人 記載要領及び書類の説明

1

入札参加資格審査申請書

　　　　　　（第１号様式）

○ ○

入札参加希望種目は別表第２の取扱種目一覧表より選択し

記入してください。

2

入札参加資格審査申請調書

　　　　　　（第２号様式）

○ ○ 希望する業種の詳細を記入してください。

3

業者情報及び販売高調書

　　　　　　（第３号様式）

○ ○ 希望する業種の販売高等を記入してください。

4

契約実績調書

　　　　　　（第４号様式）

○ ○ 過去２年間の契約実績を記入してください。

5

取扱メーカー調書

　　　　　　（第５号様式）

△ △ 代理店・特約店の場合は証明書を添付してください。

資格（技術）者等調書

　　　　　　（第６号様式）

△ △

営業に関し、免許・許可・登録・許可等を要する方は様式

に記入のうえ、免許等の写しを添付してください。

7 委任状　　　（第７号様式） △

権限を代理人（支店長・営業所長等）に委任される場合は

提出してください。

（注）委任事項を限定するときは、委任事項中委任しない

事項を抹消してください。また、追加事項があれば追加し

てください。

8 商業登記履歴事項全部証明書（写し可） ○ 法務局が証明するもの

9 財務諸表の写し（直近２年度分） ○ ○

法人の場合：貸借対照表、損益計算書、株主資本等変

　　　　　　動計算書の写し

個人の場合：①青色申告の場合：所得税確定申告書の

　　　　　　　写し、青色申告決算書（貸借対照表、

　　　　　　　損益計算書）の写し

　　　　　　②白色申告の場合：所得税確定申告書の

　　　　　　　写し、収支内訳書の写し

※所得税確定申告書の写しは、個人番号（マイナンバー）

の記載がないもの

10

納税証明書（写し可）

　＊市内業者・準市内業者

　　￭市・県民税…当該年度と過去

　　 ２年度分（法人は法人市民税）

　　￭固定資産税…当該年度と過去

　　 ２年度分（奈良市課税分）

　＊市外業者

　　￭個人…所得税

　　　（その３又はその３の２）

　　￭法人…法人税

　　　（その３又はその３の３）

　　￭固定資産税…当該年度と過去

　　 ２年度分（奈良市課税分）

○ ○

市内業者・準市内業者

当該年度分と過去２年度分の市・県民税（法人においては

法人市民税)及び固定資産税（奈良市で課税されている場

合のみ）

入札参加資格審査申請時において当該年度が確定していな

い場合は、過去２年度分



市外業者

所得税（法人においては法人税）及び当該年度分と過去２

年度分の固定資産税（奈良市で課税されている場合のみ）

入札参加資格審査申請時において当該年度分が確定してい

ない場合は、過去２年度分

11

納付証明書（写し可）

　　￭国民健康保険料…当該年度と過去

　　 ２年度分（本市の国民健康保険料

     を賦課された者）

○

当該年度分と過去２年度分の国民健康保険料

　（国保年金課で証明）

入札参加資格審査申請時において当該年度分が確定してい

ない場合は、過去２年度分

12 調査票 ○ ○

調査票と併せて該当する登録書等の写しを必ず添付してく

ださい。

13 誓約書 ○ ○

14

入札参加資格審査申請書受付票

　　　　　　　（第８号様式）

○ ○ あらかじめ、商号又は名称を記入しておいてください。

（注）　　・○印は、必ず提出するもの。

　　・△印は、必要な方のみが提出するもの。

　　・提出書類は、クリアーホルダー （Ａ４）に入れて提出してください。

提出書類

6

例－警備業法(昭和４７年法律第１１７号）による認定・営業所設置届出、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）に基づく事業の登録、院内清掃認定書、消防設備士免状甲乙・点検資格者

免状、電気工事士免状、毒物劇物一般販売登録票等


